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第第１１号号議議案案

第第５５期期（（令令和和４４年年度度））事事業業報報告告おおよよびび事事業業報報告告のの附附属属明明細細書書並並びび

にに剰剰余余金金処処分分案案のの承承認認ににつついいてて

報報告告事事項項（（１１））

第第５５期期貸貸借借対対照照表表、、損損益益計計算算書書、、注注記記表表、、計計算算書書類類のの附附属属明明細細書書

のの内内容容おおよよびび会会計計監監査査人人のの監監査査報報告告・・監監事事のの監監査査報報告告、、部部門門別別損損益益

計計算算書書ににつついいてて

第５期（令和４年度）事業報告
令和４年４月１日から

令和５年３月 日まで
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第第１１号号議議案案

第第５５期期（（令令和和４４年年度度））事事業業報報告告おおよよびび事事業業報報告告のの附附属属明明細細書書並並びび

にに剰剰余余金金処処分分案案のの承承認認ににつついいてて

報報告告事事項項（（１１））

第第５５期期貸貸借借対対照照表表、、損損益益計計算算書書、、注注記記表表、、計計算算書書類類のの附附属属明明細細書書

のの内内容容おおよよびび会会計計監監査査人人のの監監査査報報告告・・監監事事のの監監査査報報告告、、部部門門別別損損益益

計計算算書書ににつついいてて

第５期（令和４年度）事業報告
令和４年４月１日から

令和５年３月 日まで

○ 第５期(令和４年４月１日から令和５年３月 31 日まで)事業報告 

１．組合の事業活動の概況に関する事項 

（１）当該事業年度の末日における主要な事業活動の内容と成果 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が依然として続くなか、

日米金利差拡大による歴史的な円安進行や長期化するマイナス金利政策に加

え、ロシアによるウクライナ侵攻を背景に、エネルギー資源や食料品などのイ

ンフレが拡大・加速する１年となりました。県内では、７月、９月の台風４号

や 14号、年末の未曽有の大雪により、農業施設や農作物に甚大な被害が生じ

ました。 

こうした情勢のもと、当組合では経営環境の変化に対応していけるよう、「経

営基盤の強化」に取組んできました。第３期通常総代会決議の３か年計画の施

設再編計画等に基づき、金融店舗の再編・機能見直し（廃止１店舗、出張所化

１店舗）、経済施設の再編（廃止４店舗、業務委託１店舗、契約解除１店舗）

を行うとともに、早期警戒制度で求められる持続可能な収益性、将来にわたる

健全性を確保するため、収支改善ワーキンググループを設置し、改善策の積上

げや最適な事業運営・人員体制を見据えた店舗体制の再構築について検討を行

いました。 

「不断の自己改革」の実践に向けては、「農業者の所得増大」「農業生産の拡

大」に寄与できるよう県内の集出荷体制を見直し、集出荷施設の新設や改修を

行いました。これまで自粛を続けてきた食農教育なども徐々に再開し、「地域

の活性化」に向けて活動を拡げました。 

販売事業では、コロナ禍における需要の低迷からの回復に伴い販売品販売・

取扱高ともに前年度を上回る結果となり、販売事業総利益は27億54百万円（前

年度対比 103.03％）となりました。購買事業では、物価上昇により供給高が

伸び悩んだ一方、貸倒引当金の戻入によって、購買事業総利益は 33億 42百万

円（同 107.09％）となりました。共済事業では、満期到来による契約件数の

減少などにより共済付加収入が減少し、共済事業総利益は 34億 77百万円（同

90.67％）となりました。信用事業では、マイナス金利や貯金の流出などによ

る資金運用収益への影響は一定程度あったものの、貸出金の伸長や貸倒引当金

の戻入により、信用事業総利益は 41 億 70 百万円（同 132.96％）となりまし

た。 

こうした中、当組合の財務状況については、系統機関に対する預け金の減少

に伴うリスク量の減少などにより、自己資本比率は 15.09％（前年度比 0.16

ポイント増）となりました。 

また、これまでの不祥事等の発生を踏まえ、８月にコンプライアンス担当専

任理事を配置し、リスク管理体制の強化に取組みました。リスク管理部門を専

任理事の直轄とすることでリスク管理の専門性と独立性を一層強固なものと

し、コンプライアンス態勢の構築を図りました。 
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各事業別事業報告

１．農業所得増大対策

（１）補助事業等を活用した所得増大・農業生産の拡大の実施

①農業振興計画の策定

主要品目「キュウリ・ナス・ピーマン・シシトウ・ニラ・普通ショウガ」に

おいて、地域の課題解決ならびに産地の維持拡大に向けた取組ができるよう、

生産部会とともに将来を見据えた農業振興計画を策定しました。

②担い手サポート事業の実施

ＪＡグループ高知の県域担い手サポート連絡協議会の県域企画応援事業を

活用し、新技術や有望品目の試験研究、既存作物の課題解決に向けた試験研究

等への支援を行い、 千円の活用実績となりました。

③生産資材価格高騰における要請活動や各種補助事業への支援

生産資材の価格高騰など営農環境の変化に対応していけるよう、再生産価格

の実現に向け卸売会社へ販売要請を行うとともに、行政機関等に対して資材高

騰にかかる補助事業等を要請しました。

また、農業者に対して国の肥料価格高騰対策事業や加温用Ａ重油の施設園芸

セーフティーネット構築事業の情報提供、各種補助事業への申請手続を支援し

ました。

高知県データ駆動型農業推進緊急対策事業を活用し、環境測定機器 台を

未導入農家に低額で貸出ができるよう取組みました。

（２）計画的な集出荷場の再編に向けた取組および集出荷場運営コストの削減

①集出荷場再編構想の実践と集出荷場の効率化に向けた取組

高西地区、幡多地区のニラ集出荷場再編構想に基づき、国の補助金を活用し

た新施設建設の完成に向けて取組んだほか、安芸市にある３つのナス集出荷場

の集約に向けた協議を進めました。

業務の改善・効率化については、外部コンサルタントによる集出荷場担当者

研修を行い、複数の集出荷場で作業環境の改善等による作業効率の向上や離職

者の抑制等につながりました。

②園芸用出荷資材のコスト低減に向けた取組

梱包バンドなど共通資材 種類、シシトウパックなど品目資材 種類の入

札を行うことで、資材価格の抑制を図りました。

（３）労働力不足対策

各地区の無料職業紹介所や農業用の求人サイト「あぐりマッチこうち」を活

用し、新聞広告、求人誌等で積極的な農作業の求人登録を進め、延べ 人の

マッチングを行うことができました。

集出荷場の外国人材の活用では、安芸地区７人、高知地区３人、高西地区 四

・肥料価格高騰対策事業：申請者数 人 補助金総額 千円

・施設園芸セーフティーネット構築事業：加入戸数 戸、積立金総額 千円

・高知県データ駆動型農業推進緊急対策事業：補助事業費 千円
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万十エリア ３人、合計 人の雇用を確保し、出荷作業の安定化に取組みまし

た。

また、企業と連携してキュウリ箱詰機等、集出荷場の労働力不足に対応でき

る機械類の開発を検討しました。
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２．営農指導事業

（１）反収および品質向上対策

ナス・キュウリ・ピーマンなど主要 品目を中心に試験研究（ 件）・現

地検討会（ 回）などを開催し、反収および品質の向上に向けて取組みまし

た。

（２）環境に配慮した農業の推進

①土壌診断事業

年間 件を実施し、適正施肥を推進しました。

②環境制御装置等の普及

国・県の補助事業や県域担い手サポート連絡協議会の助成事業などを活用し

て、環境制御装置等の普及に取組み、ナス・キュウリ・ピーマンなど主要品目

での普及率は ％となりました。

（３）農業経営管理支援の強化

①記帳代行サービス等

全地区で記帳代行サービスを実施し、経営分析による農業者の経営支援に取

組みました（青色申告会員数 会員、経営分析 戸）。

②野菜価格安定事業

対象 品目について価格差補給金の交付手続を行い、販売価格の下落を緩

和し農業者の所得確保を支援しました（交付額 百万円）。

（４）安全・安心な農畜産物の確保対策

生産履歴・飼養履歴記帳対応、残留農薬検査の実施を推進するとともに、エ

コシステム栽培の取組を継続し、安全・安心な生産出荷体制の確立に努めまし

た。

（５）担い手の確保対策

①園芸用ハウス等の整備

国や県の補助事業を活用し、 件、 の園芸用ハウス等を整備しました。

②新規就農者の受入確保対策

行政や生産部会と連携し、産地提案書による新規就農者の受入確保対策に取

組みました（新規就農者数： 人（親元就農含む））。

③青壮年部組織等の活動支援

県・中国四国地区・全国の青年大会へ参加するなど、世代や品目を超えた、

若手農業者の育成支援に取組みました。

また、同部をはじめ高知県ゆず振興対策協議会、高知県果樹研究協議会と連

携し、食農教育活動や特産品のＰＲ活動を支援しました。
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生産履歴・飼養履歴記帳対応、残留農薬検査の実施を推進するとともに、エ

コシステム栽培の取組を継続し、安全・安心な生産出荷体制の確立に努めまし

た。

（５）担い手の確保対策

①園芸用ハウス等の整備

国や県の補助事業を活用し、 件、 の園芸用ハウス等を整備しました。
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③青壮年部組織等の活動支援

県・中国四国地区・全国の青年大会へ参加するなど、世代や品目を超えた、
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また、同部をはじめ高知県ゆず振興対策協議会、高知県果樹研究協議会と連

携し、食農教育活動や特産品のＰＲ活動を支援しました。

（６）営農指導の強化

①営農指導員の技術研鑽

主要品目を中心に県域の現地研修会等を年間延べ 回開催し、営農指導員

の技術研鑽を図り、産地の課題解決に向けた人材育成に取組みました。

②県との連携による情報を活用した農業の推進（ＩｏＰクラウドの活用）

ハウス内環境測定機器や出荷データなどの農業関連情報を活用した新たな

営農支援サービスの確立に取組み、効率的な営農指導について研究を進めまし

た。

※ＩｏＰクラウドとは、気象データ他、ハウス内環境データ、出荷データ等、

農業者の同意を得て収集・蓄積された農業用データの共有基盤。

（７）つながりの強化

営農指導活動は、品目部会を中心に集団指導に重点を置き実施しました。

また、経営相談への対応等、持続可能な農業の実現に取組みました。
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３．販売事業  

農畜産物の安全・安心を確保する管理体制を強化し、消費者・取引先の信頼

向上に取組みました。 

県域ＪＡとして、県産農畜産物の販売拠点機能を発揮し、農業者の所得増大

に取組みました。 

また、出荷包装資材を軽量化するなど、出荷コストの低減を図りました。 

 

（１）園芸販売  

①販路拡大と販売促進対策 

県域一元出荷と県共計に基づく卸売市場販売を主体に、量販店や業務需要へ

の予約的相対取引の継続実施(野菜 21 品目、花き２品目)、県外事務所を中心

とした量販店等への営業商談(延べ 260 回)、市場ニーズにあわせた仕向け対応、

実需者への直接販売による販売強化に取組みました。 

また、量販店等での高知県フェアの実施(延べ 4,845 店)やＳＮＳを活用した

情報発信、県との連携による輸出支援を実施し、県産園芸品の販売促進に取組

みました。 

②再生産価格の安定的確保 

 県域品目部会や品目販売会議を中心に出荷販売対策を協議・共有し、再生産

価格を安定確保するための販売に取組みました。 

また、「ＪＡファーマーズマーケットとさのさと」との連携強化による県外

直販所や個人販売への供給拡大、インターネット販売サイト「とさごろ」のア

イテムの追加等による取扱拡大のほか、新規取引先の開拓と直接販売の強化、

卸売会社との買付取引の拡大に取組みました。 

③出荷品のコスト低減対策と品質・表示管理の徹底 

出荷包装資材は、段ボール箱をキュウリ（５kg）や高知ナス（５kg）で原紙

の軽量化、包装フィルムをニラで薄物化、オクラ・ニラの梱包バンドの使用方

法の変更により、省資源・環境負荷軽減と出荷経費の削減につなげるとともに、

輸送は貸切トラックやＪＲコンテナの活用(938 台)によりコスト低減を図り

ました。 

また、集出荷場版ＧＡＰの実践により、出荷品の品質・表示管理の点検を行

いました。 

④精算業務の効率化対策 

園芸販売システムの見直しは、精算に使用する売立・仕切データを集約し、

業務の効率化につなげました。 

また、㈱高知県農協電算センターの精算システムへの移行、送り状作成シス

テムの使用一本化を進めました。 

 

（２）米穀集荷販売   

①生産対策 

年度当初に主食用米の在庫量が依然高水準となっていたことを踏まえ、飼料

用米等への転作を推進しました（飼料用米：集荷量 3,815 ㌧･計画比 91％、前

年比 105%）。 
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３．販売事業  

農畜産物の安全・安心を確保する管理体制を強化し、消費者・取引先の信頼

向上に取組みました。 

県域ＪＡとして、県産農畜産物の販売拠点機能を発揮し、農業者の所得増大

に取組みました。 

また、出荷包装資材を軽量化するなど、出荷コストの低減を図りました。 

 

（１）園芸販売  

①販路拡大と販売促進対策 

県域一元出荷と県共計に基づく卸売市場販売を主体に、量販店や業務需要へ

の予約的相対取引の継続実施(野菜 21 品目、花き２品目)、県外事務所を中心

とした量販店等への営業商談(延べ 260 回)、市場ニーズにあわせた仕向け対応、

実需者への直接販売による販売強化に取組みました。 

また、量販店等での高知県フェアの実施(延べ 4,845 店)やＳＮＳを活用した

情報発信、県との連携による輸出支援を実施し、県産園芸品の販売促進に取組

みました。 

②再生産価格の安定的確保 

 県域品目部会や品目販売会議を中心に出荷販売対策を協議・共有し、再生産

価格を安定確保するための販売に取組みました。 

また、「ＪＡファーマーズマーケットとさのさと」との連携強化による県外

直販所や個人販売への供給拡大、インターネット販売サイト「とさごろ」のア

イテムの追加等による取扱拡大のほか、新規取引先の開拓と直接販売の強化、

卸売会社との買付取引の拡大に取組みました。 

③出荷品のコスト低減対策と品質・表示管理の徹底 

出荷包装資材は、段ボール箱をキュウリ（５kg）や高知ナス（５kg）で原紙

の軽量化、包装フィルムをニラで薄物化、オクラ・ニラの梱包バンドの使用方

法の変更により、省資源・環境負荷軽減と出荷経費の削減につなげるとともに、

輸送は貸切トラックやＪＲコンテナの活用(938 台)によりコスト低減を図り

ました。 

また、集出荷場版ＧＡＰの実践により、出荷品の品質・表示管理の点検を行

いました。 

④精算業務の効率化対策 

園芸販売システムの見直しは、精算に使用する売立・仕切データを集約し、

業務の効率化につなげました。 

また、㈱高知県農協電算センターの精算システムへの移行、送り状作成シス

テムの使用一本化を進めました。 

 

（２）米穀集荷販売   

①生産対策 

年度当初に主食用米の在庫量が依然高水準となっていたことを踏まえ、飼料

用米等への転作を推進しました（飼料用米：集荷量 3,815 ㌧･計画比 91％、前

年比 105%）。 

②米穀の集荷販売 

販売先との事前契約を基本に生産者と出荷確約契約を締結し、集荷量の確保

に取組みました（主食用米集荷量 9,594 ㌧、計画比 112％・前年比 94％）。 

 

（３）精米・玄米販売  

①精米販売の強化 

県産米の販促資材の作成・配布、新米キャンペーンを実施し、精米の消費拡

大を推進しました。 

また、学校給食、ふるさと納税などの県内実需に対し、地産地消と精米ブラ

ンド「パールライス」の営業商談と宣伝・販促活動を行い、県産米の販売強化

に取組みました（精米量：3,100 ㌧、前年比 89％）。 

 ②玄米販売、在庫管理 

過年産米の販売に注力するとともに、４年産米の仕入管理を徹底し、適正な

在庫保有に努めました（玄米在庫量：4,597 ㌧、前年比 84％）。 

 

（４）畜産販売  

①ブランド力の強化と販路開拓 

施設・機械等の近代化により「土佐あかうし」「四万十ポーク」などブラン

ド商品の生産力の強化に取組みました。 

また、「土佐あかうし」独自の「赤身肉（ＴＲＢ）規格」を見直し、規格基

準頭数の大幅な増頭につなげました（61 頭、前年度対比 37 頭増）。安定的な

流通量を確保することで、さらなるブランド効果の発揮に取組みました。 

「土佐和牛（黒毛）」は地産地消、「土佐あかうし」は地産外商を軸に販路

開拓を行いました。 

②生乳の計画生産と乳質の高位平準化 

生産基盤を維持し計画的な生乳生産に努め、生産管理チェックシートの記帳

管理により、乳質の高位平準化に取組みました。 

③新食肉センターの建設 

高知県食肉処理施設整備推進事業による整備が完了し、令和５年３月に新た

な、と畜・食肉処理・加工施設「ミートプロこうち」が完成しました。 

また、行政等関係機関と連携して運営シミュレーションの検証を重ね、令和

５年度の開業に向けて体制整備を進めました。 

 

（５）農産販売  

 ①土佐茶の生産振興 

土佐茶消費応援運動や産地応援型ペットボトル茶の発売により、販売拡大

および土佐茶ブランドの強化を図るとともに、茶産地の維持支援に取組みま

した。 

また、新たに輸出用原料茶を取扱う県内企業との取引を開始しました。 

②ユズ加工販売の強化 

ユズ果汁は、在庫品の販売により一層力を入れたこと、取引先の需要回復や

輸出が好調に推移したことで、大幅に販売量が拡大しました。 
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また、冷凍ユズ皮の一括表示や冷凍ユズ果汁の賞味期限（製造後５年）な

ど、組合内の規格統一を図りました。

（６）食品表示・衛生管理

①行政命令・指導等への対応

ユズ・茶・ショウガ加工品の「食品表示法」違反に対し、業務改善計画およ

び再発防止策を策定・実施し、改善報告書を所管省庁に提出しました。

②関係法令の周知

役職員を対象に食品に関する各種法令等の研修を行い（２回・延べ 人受

講）、基礎知識の習得に努めました。

また、食品加工・販売を行う店舗等を対象に、商品のラベル表示や施設の衛

生点検等を年３回（全 か所、延べ 日・ 商品）実施、適正状態の維

持と法令遵守の業務構築に取組みました。

【販売高実績】（内部取引控除後）

＜受託販売高＞ （単位：千円）

品目 金額 品目 金額

米穀 畜産物

野菜 林産物

果実 特産物等

花卉・花木 合計

※受託販売高には、直販手数料に係る販売高が一部含まれていません。

＜買取販売高＞ （単位：千円）

品目 金額 品目 金額

米穀 畜産物

野菜等 特産物等

合計

＜加工販売高＞ （単位：千円）

品目 金額 品目 金額

加工米（精米･玄米） その他

ユズ果汁 合計
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また、冷凍ユズ皮の一括表示や冷凍ユズ果汁の賞味期限（製造後５年）な

ど、組合内の規格統一を図りました。

（６）食品表示・衛生管理

①行政命令・指導等への対応

ユズ・茶・ショウガ加工品の「食品表示法」違反に対し、業務改善計画およ

び再発防止策を策定・実施し、改善報告書を所管省庁に提出しました。

②関係法令の周知

役職員を対象に食品に関する各種法令等の研修を行い（２回・延べ 人受

講）、基礎知識の習得に努めました。

また、食品加工・販売を行う店舗等を対象に、商品のラベル表示や施設の衛

生点検等を年３回（全 か所、延べ 日・ 商品）実施、適正状態の維

持と法令遵守の業務構築に取組みました。

【販売高実績】（内部取引控除後）

＜受託販売高＞ （単位：千円）

品目 金額 品目 金額

米穀 畜産物

野菜 林産物

果実 特産物等

花卉・花木 合計

※受託販売高には、直販手数料に係る販売高が一部含まれていません。

＜買取販売高＞ （単位：千円）

品目 金額 品目 金額

米穀 畜産物

野菜等 特産物等

合計

＜加工販売高＞ （単位：千円）

品目 金額 品目 金額

加工米（精米･玄米） その他

ユズ果汁 合計

４．購買事業 

（１）出向く体制の強化 

各営農経済センターと購買事業本部による担い手農家・集落営農組織・農業

法人等への訪問活動を通じ、資材に係る情報提供や予約注文書の配布・回収に

努め予約率の向上に取組みました。農業法人等へは年間 47 件（計画比 104％）

の訪問活動を行いました。 

また、実務担当者を対象にした研修会を通じ、営農経済渉外担当者の資質向

上を図りました。 

 

（２）生産資材コストの低減 

生産資材の安定的な確保と供給に向けて予約購買の拡大を図りました。肥料

価格が高騰する中、特別推進銘柄を設定し、価格値上がりの 20％～30％相当

額を価格折込し、生産者の営農支援を行いました。 

また、低コスト生産資材の普及拡大として、全農集中銘柄（高度化成）の普

及に取組み、普及率は 79％（計画 75％）となりました。 

園芸資材については、被覆資材のとりまとめを強化しました。また、新たに

共同購入のアイテムを追加し、共同購入アイテムの充実および仕入れ機能の強

化による安価な資材供給に努めました。 

 

（３）農業機械 

全農との一体運営により事業を行い、組合員農家への訪問推進活動や農機の

適正利用等の提案活動として、年間 8,072 件（計画対比：95％）の訪問活動を

行いました。 

また、中古農機展示会の開催や中古農機の情報発信を行い、多様化する組合

員ニーズへの対応強化に取組みました。 

県下全域を対象にレンタル農機事業を展開し、778 件（計画対比：104％）

の実績となり、農家組合員のコスト低減に努めました。 

 

（４）燃料 

生産関連では、営農用Ａ重油の仕入先との価格交渉を強化するとともに、

安定供給に努めました。農業者の生産資材コスト低減に向け、営農用加温Ａ

重油・営農用加温灯油・二酸化炭素施用灯油の価格精算を行いました。 

生活関連では、㈱ＪＡエナジーこうちと連携し、セルフＳＳ11 店舗を中心

にＱＲコード決済の推進やＬＩＮＥ広告を活用した燃料油割引キャンペーン

等を実施し、燃料油の取扱拡大に取組みました。 

また、ガス事業については、あらたな販売戦略として家庭のガス給湯器・灯

油ボイラー等の機器が故障した際に、機器の修理が完了するまでの期間にお湯

が使用できる「即湯サービスユニット」を推進し、ガスへの燃料転換に努めま

した。 
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（５）生活店舗

組織事業では、県内全域でチラシによる電気製品の推進、「はるやま」の特

別販売会に積極的に取組みました。

また、女性部と連携を図りながら共同購入愛用品目検討会を開催し、Ａコー

プマーク品を中心にした「ＪＡくらしの宅配便」の活用推進を行い、取扱拡大

に努めました。

店舗事業では、食の安心・安全を確保するため、各Ａコープ店舗において関

係法令の遵守に努め、組合員・利用者から評価される店舗づくりを目指し取組

みました。

（６）経営基盤強化に向けた取組

３か年計画における生活店舗事業の改革に向けて、行政や県内同業者と連携

して取組を進めた結果、事業計画通りの外部委託等を完遂し、経営改善を図り

ました。

【購買品供給高実績】（内部取引控除後） （単位：千円）

品目 購買品供給高 品目 購買品供給高

肥料 燃料

農薬 食品

飼料 生活用品

農業機械 家庭用燃料

生産資材 その他

自動車 合計

※内部取引以外にも収益認識基準における会計変更に伴う代理人取引、農機の全農との

分量取消等により 千円を控除しています。 
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（５）生活店舗

組織事業では、県内全域でチラシによる電気製品の推進、「はるやま」の特

別販売会に積極的に取組みました。

また、女性部と連携を図りながら共同購入愛用品目検討会を開催し、Ａコー

プマーク品を中心にした「ＪＡくらしの宅配便」の活用推進を行い、取扱拡大

に努めました。

店舗事業では、食の安心・安全を確保するため、各Ａコープ店舗において関

係法令の遵守に努め、組合員・利用者から評価される店舗づくりを目指し取組

みました。

（６）経営基盤強化に向けた取組

３か年計画における生活店舗事業の改革に向けて、行政や県内同業者と連携

して取組を進めた結果、事業計画通りの外部委託等を完遂し、経営改善を図り

ました。

【購買品供給高実績】（内部取引控除後） （単位：千円）

品目 購買品供給高 品目 購買品供給高

肥料 燃料

農薬 食品

飼料 生活用品

農業機械 家庭用燃料

生産資材 その他

自動車 合計

※内部取引以外にも収益認識基準における会計変更に伴う代理人取引、農機の全農との

分量取消等により 千円を控除しています。 
 
 

５．信用事業 

選ばれ利用され続ける金融機関として地域とともに成長することを目指し、

農業と地域に貢献するサービスの提供と、再び不祥事を発生させない事務指導

態勢の構築に取組みました。 

 

（１）融資業務の強化 

農業融資については、営農・経済部門との事業間連携を継続しました。新型

コロナウイルスの影響ならびに資材・燃料価格の高騰等の外部環境変化が著し

いなかではありましたが、引き続き資金ニーズの把握に努めました。 

生活性資金は、住宅ローンを通じて、組合員ならびに利用者との新たな関係

づくりに努め、また今後も様々な提案を行っていけるように取組みました。 

今年度は、住宅関連業者への展開により住宅ローンを獲得しましたが、農業

性資金はコロナ禍・物価高騰等が影響し、貸出金残高実績は 102,214 百万円（目

標対比 94.23％）となりました。 

 

（２）事務指導・管理体制の構築 

組合員・顧客からの信頼回復と不祥事再発防止における事務指導強化の観点

から、信用事業本部に「信用事務指導課」を新設し、事務指導の一層の強化と

事務の効率化に努め、事務の堅確性向上を図りました。 

 

（３）非対面取引・メイン化の強化 

キャッシュレス化の進展など非対面取引拡大の高まりを踏まえ、ＪＡカー

ド・ＪＡネットバンク定期貯金・ＡＴＭ定期貯金等の推進による非対面取引の

強化、利用者ニーズに沿ったサービスを提案し取引のメイン化に取組みました。 

結果、定期貯金の満期到来や集金業務廃止などが影響し、貯金残高実績は

713,916 百万円（目標対比 99.62％）となりました。 

 

【貯金・貸出金残高実績】      (単位：千円) 

貯金 713,916,283 

貸出金 102,214,984 
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６．共済事業

組合員・利用者・地域の皆様に「必要な人に必要な保障」を提供できるよう、

感謝の気持ちを込めた３Ｑ訪問活動を軸に取組みました。

「ひとの保障」においては、契約者ニーズの高い「医療共済」や「がん・特

定重度疾病共済」「介護系共済」「年金共済」等の生存保障を、「いえの保障」

では、地震・豪雨災害等への備えとして「建物更生共済」の保障提案活動を中

心に取組みました。

結果、長期共済新契約は、「生命万一・建更」で計画比 ％、「生存系」

で ％、「年金共済」で ％となり、特に年金共済の生存保障が普及し

ました。長期共済保有契約高は、県内人口の減少、保障ニーズの変化や多様化、

満期契約の到来等により、 兆 億 万円（前年度同期比 ％）と

なりました。

また、令和４年度末における新型コロナウイルス関連の支払は当組合内の入

院共済金累計で 件・ 千円、令和４年 月の仁淀川流域を中心

とする大雪災害による支払は 件・ 千円で、被害に遭われた多

くの契約者の皆様に共済金をお支払いすることができました。

また、「Ｗｅｂマイページ」や「ＪＡ共済アプリ」をはじめとするデジタル

化施策の拡大のほか、交通安全教室の開催や小学校新入生への黄色い傘の寄贈

などによる地域貢献活動にも引き続き取組みました。

【新契約高実績】

① 長期共済 （単位：千円）

生命万一・建更 保障金額

生存系※ 共済金額

年金 年金原資※

※ 医療、がん・特定重度、介護系共済

※ 年金開始時における積立金

② 短期共済

自動車 件

自賠責 件
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 ７．組織・経営基盤 

（１）コンプライアンス体制の強化 

不祥事再発防止策に基づきコンプライアンス研修や連続職場離脱・人事ロー

テーション等を実施し、コンプライアンス意識の向上と態勢の強化を図りまし

た。令和４年８月にはコンプライアンス専任担当理事を設置し、リスク管理部

を直轄とすることでリスク管理の専門性と独立性を高めました。 

また、ＪＡバンク基本方針に基づく不祥事点検基準「レベル１」の格付の解

除、不祥事再発防止策のさらなる取組強化、会計監査人監査に対応できる内部

統制の再構築に向けて、リスク管理部や各事業本部の事務指導部署を中心に不

祥事の発生につながるリスクの発見と予防に徹底して取組みました。 

 

（２）経営基盤の強化 

第３期通常総代会決議の３か年計画の施設再編計画等に基づき、金融店舗の

再編・機能見直し（廃止１店舗、出張所化１店舗）、経済施設の再編（廃止４

店舗、業務委託１店舗、契約解除１店舗）を行いました。 

また、早期警戒制度で求められる持続可能な収益性、将来にわたる健全性を

確保するため、将来を見据えた経営シミュレーションおよび経営分析を実施す

るとともに、収支改善ワーキンググループを設置し、改善策の積上げや最適な

事業運営・人員体制を見据えた店舗体制の再構築について検討を行いました。 

 

（３）ＪＡ経営の健全性の確保 

①拠点別・部門別収支管理の徹底と経営分析の実施 

拠点別損益と全拠点の価値（正味売却価額）を精緻化し減損リスクの適正な

把握を図るとともに、部門別損益による生産性分析を実施し財務管理の徹底に

努めました。 

②固定資産の取得の厳格化と進捗管理の徹底 

固定資産の取得に当たっては、取得ルールを厳格化し、固定費の抑制を図り

ました。 

また、既存の設備投資については、投資した資金の回収状況を把握し、進捗

管理を徹底しました。 

③不稼働資産の流動化 

遊休状態の施設のランニングコストを検証し、早期処分に向けて検討を進め

ました。 

 

（４）組合員の加入促進・メンバーシップの強化 

①「ＪＡ高知県の自己改革に関する対話運動」の実施 

女性部・青壮年部での対話集会を開催しました。また、広報誌モニター制

度を通じて、准組合員の声を広報活動に反映しました。 

②ＪＡ運営への組合員の意思反映 

  組合員の意見、意思を協同活動や事業運営に生かしていけるよう、支所運

営委員会・地区運営委員会・本所運営委員会を定期的に開催しました。 
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（５）くらしの活動・広報活動を通じた組合員・地域住民との関係づくり

①くらしの活動の取組

コロナ禍により中止・延期していた食農教育、高齢者生活支援、生活文化

活動などについては、感染対策を徹底したうえで活動を再開しました。

また、「家の光三誌」の普及は、目標に対して『家の光』 ％（目標部数

部）、『地上』 ％（目標部数 部）、『ちゃぐりん』 ％（目標

部数 部）となりました。

②広報活動の実践

広報誌「こうぐり」やＨＰ・ＳＮＳ、トップ広報やニュースリリースなど

を通じて組織内外に向けた情報発信を行い、組合員・地域住民に対する「食」

「農」「協同」への理解醸成に努めました。

また、『日本農業新聞』の普及は、目標に対し ％（目標部数 部）

となりました。

（６）人材育成・職場づくり

「人材育成基本方針」に基づく「活力ある職場づくり」に取組みました。

また、管理職のマネジメント力や職員の基本的能力・専門性の向上のため

の各種研修会の実施、派遣を行いました。
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